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江田島市人事行政の運営等の状況 
 
                                    平成 19 年 1 月 

                                    江田島市総務課 
 
 
１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
 
（１）職員の採用状況（平成１７年４月２日～１８年４月１日）         （単位：人） 

受験者数 最終合格者数 採用者数 試験

区分 職   種 
男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計 

前年度

採用者

数 
一般事務 ４９ ２５ ７４ １ １ ２ １ １ ２ ０

一般行政 
技  師 １１ ０ １１ １ ０ １ １ ０ １ ０

消 防 吏 員 ７ ０ ７ １ ０ １ １ ０ １ ０

高校

卒業

程度 
計 ６７ ２５ ９２ ３ １ ４ ３ １ ４ ０

  

 
（２）職員の退職等の状況（平成１７年４月１日～１８年３月３１日） 
                     （単位：人） 

区  分 人  数 前年度人数 

定年退職  ６ １０ 

勧奨退職  ３  ６ 

普通退職  ３  ２ 

分限免職   

懲戒免職   

失  職   

死亡退職   １ 

退職派遣  １  

計 １３ １９ 

再任用職員   １ 

 （注）１ 定年退職：地方公務員法（以下「地公法」という。）第 28 条の２第 1 項の規定により離職

すること。また，地公法第 28 条の３第 1 項の規定により勤務が延長され，その後離職する場

合も含まれる。 

     ２ 勧奨退職等：任命権者が人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い，これに応じて退職

すること。 

    ３ 普通退職：自己都合により退職すること。 

     ４ 失職：職員が法定の欠格条項（地公法第 16 条各号（第 3 号を除く）に該当する場合で行

政処分によることなく当然に離職するもの）に該当し離職すること。 

    ５ 再任用職員：定年退職者等で再任用された職員 
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（３）部門別職員数の状況と主な増減理由                （各年４月１日現在） 

職  員  数         区 分 

部 門 平成 17 年 平成 18 年 

対前年度 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

 

議 会 

総 務 

税 務 

民 生 

衛 生 

農林水産 

商 工 

土 木 

 

  ５ 

 ９２ 

 ２５ 

１２１ 

 ３１ 

 ２４ 

  ４ 

 ２８ 

  ４ 

 ９５ 

 ２０ 

１１２ 

 ２６ 

 ２１ 

  ４ 

 ２８ 

 ▲ １ 

  ３ 

 ▲ ５ 

 ▲ ９ 

 ▲ ５ 

 ▲ ３ 

 

 

退職者不補充 

危機管理課の新設 

支所の税務担当者を削減 

支所の民生担当者を削減 

支所の衛生担当者を削減 

支所の農林水産担当者を削減 

 

 

一
般
行
政
部
門 

小  計 
３３０ 

（    ）

３１０ 

（    ）

▲ ２０ 

（    ）
 

 

教 育 

消 防 

 

 

 ４５ 

 ７４ 

 

 

 ４９ 

 ７２ 

 

 

  ４ 

 ▲ ２ 

 

公民館等に正規職員を配置 

危機管理業務を総務部門に移管 

特
別
行
政
部
門 小  計 

１１９ 

（    ）

１２１ 

（    ）

  ２ 

（    ）
 

 

水 道 

交 通 

下水道 

他 

 

 ２８ 

 ２３ 

 １６ 

  ９ 

 ２７ 

 ２３ 

 １５ 

 ２０ 

 ▲ １ 

 

 ▲ １ 

 １１ 

退職者不補充 

 

退職者不補充 

在宅介護支援センターの新設等 

公
営
企
業
等
会
計
部
門
等 

小  計 
 ７６ 

（    ）

 ８５ 

（    ）

  ９ 

（    ）
 

合   計 ５２５ 
（    ）

５１６ 

（    ）

 ▲ ９ 

（    ）
 

  （注）１ 職員数は一般職に属する職員数であり，地方公務員の身分を保有する休職者，派遣職員な

どを含み，臨時又は非常勤職員を除いている。 
     ２ （  ）内は，短時間勤務職員であり，外数。 
 
  
（４）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

 ① 定員適正化目標（数・率） 
 平成１７年４月１日現在の総職員数５２５人を，５年後の平成２２年４月１日には， 

７０人減の４５５人とする。 

 

 
 ② 定員適正化手法の概要 

 平成２２年４月１日までの５年間の退職予定者数９０人に対し，採用者数を２０人程 

度に抑制することにより，７０人の純減を図る。 
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 ③ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要           （各年４月１日現在） 
区 分 

項 目 
Ｈ17 年 

計画前年 

Ｈ18 年

１年目

Ｈ19 年

２年目

Ｈ20 年

３年目

Ｈ21 年

４年目

Ｈ22 年 

５年目 
計 備 考

減 員   ▲８ ▲１０ ▲２９ ▲２４ ▲１９ ▲９０  

増 員    ４   ４   ４   ４   ４  ２０  

差 引   ▲４  ▲６ ▲２５ ▲２０ ▲１５ ▲７０  
計 画 

職員数 ５２５ ５２１ ５１５ ４９０ ４７０ ４５５   

実 績 職員数 ５２５ ５１６    

  （注） 計画期間は，平成 17 年～平成 22 年の 5 年間。 

      減員は前年度退職者数，増員はその年度の採用者数，職員数はその年度当初の職員数。 
 
 
 
（５）地位別職員数の状況（一般行政職）   （単位：人） 

区 分 職員数 男 性 女 性 

部 長 級  １０  １０  

課 長 級  ５８  ５７  １ 

主任主査級  ５０  ２９ ２１ 

係 長 級  ３６  ２４ １２ 

そ の 他 １１９  ８４ ３５ 

計 ２７３ ２０４ ６９ 
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２ 職員の給与の状況 
 
（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 住民基本台帳人口 
（年度末） 

歳出額 
A

実質収支 
 

人件費 
B

人件費率 
（B／A） 備  考 

17 年度 
18.3.31 

29,754 人 

千円

19,025,553

千円

224,564 

千円

4,180,721 

％ 

22.0  

16 年度 
17.3.31 

30,211 人 

千円

17,726,051

千円

622,552 

千円

4,364,028 

％ 

24.6 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計予算） 

給     与     費 
区 分 

職員数 

 

  A 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  B 

１人当たり 

給与費 

（B／A） 

18 年度 437 人 
千円

1,792,231 

千円

276,504 

千円

736,064 

千円 

2,804,799 

千円

6,418 

17 年度 452 人 
千円

1,845,743 

千円

310,842 

千円

749,343 

千円 

2,905,928 

千円

6,429 

  （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

     ２ 給与費は当初予算に計上された額。 

 

（３）職員の平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢の状況（平成１８年４月１日現在） 

一 般 行 政 職 技   能   職 
区 分 

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

江田島市 
円 

346,700 

円

394,063 

歳

44.5 

円

275,600 

円 

286,014 

歳

47.2 

国 
円 

328,477 

円

381,212 

歳

40.4 

円

286,500 

円 

318,595 

歳

48.4 

 （注） 「平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢」とは，職種ごとの職員に係る給料月額の総額，

給与月額の総額及び年齢の総和をそれぞれ当該職員数で除して得た額及び年齢であり，必ずしも，

平均年齢に該当する職員が受ける給料月額又は給与月額の平均が平均給料月額又は平均給与月

額と一致するものではない。 

 

（４）ラスパイレス指数の推移（一般行政職）  

区  分 16 年 17 年 18 年 

江 田 島 市 ― 94.3 94.3 

県内市平均 98.1 97.6 97.5 

県内市町平均 97.3 97.3 96.3 

 （注）１ ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を 100 として，江田島市職員の給与水準を比

較した数字。 

    ２ 平成 18 年の数値には，広島市を含まない。 
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（５）職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在） 

江田島市 国 
区   分 

決定初任給 採用２年経過日 
給  料  額 初 任 給 採用２年経過日 

給  料  額 

大学卒 
円

159,700 

円

175,300 

円 

170,200 

円

182,200 
一般行政職 

高校卒 
円

138,400 

円

146,700 

円 

138,400 

円

146,700 

技 能 職 高校卒 
円

138,400 

円

146,700 

円 

135,600 

円

143,900 

 

 

（６）職員の年齢別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在） 

区   分 年齢３０歳 年齢４０歳 年齢５０歳 年齢５９歳 

大学卒 
円

217,000 

円

312,300 

円 

407,400 

円

445,100 
一般行政職 

高校卒 
円

222,200 

円

319,950 

円 

410,600 

円

445,400 

技 能 職 高校卒 
円

198,000 

円

251,600 

円 

─ 

円

270,100 

  

 

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在） 

区   分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 計 

標準的職務内容 
 

主 事 

 

主 事 
主  任

主任主事
係 長 主任主査 課 長 部 長  

職  員  数 
人 

5 

 

人

35 

 

人

79 

人

36 

人

50 

人 

58 

人 

10 

 

人

273 

構  成  比 
％ 

1.8 

 

％

12.8 

 

％

28.9 

％

13.2 

％

18.3 

％ 

21.3 

％ 

3.7 

 

％

100.0 

1 年前の

構成比 

％ 

3.3 

 

％

11.3 

 

％

28.2 

％

15.4 

％

17.6 

％ 

20.9 

 

％ 

3.3 

 

％

100 
参 

考 5 年前の

構成比 

％ 

 

 

％

 

％ ％ ％ ％ 

 

 

％ 

 

 

％

100 

 （注）１ 江田島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数。 

    ２ 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務。 
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（８）昇給期間短縮の状況 

区    分 合 計 一般職 技能職 
 

職   員   数 

（A）

人

  ０ 

人 人 

普通昇給期間（12～24 月）を

短縮して昇給した職員数 

（B）

人

  ０ 

人 人 
17 年度 

 

比       率 

（B）／（A）

％ ％ ％ 

 

（９）職員手当の状況（平成１８年４月１日現在） 

区 分 江 田 島 市 国 

（17 年度支給割合） （17 年度支給割合） 

 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

6 月期 
1.40 月分

（0.75）月分

0.725 月分

（0.35）月分
6月期 

1.40 月分 

（0.75）月分 

0.725 月分

（0.35）月分

12 月期 
1.60 月分

（0.85）月分

0.725 月分

（0.40）月分
12 月期 

1.60 月分 

（0.85）月分 

0.725 月分

（0.40）月分

3.00 月分 1.45 月分 3.00 月分 1.45 月分
計 

（1.60）月分 （0.75）月分
計 

（1.60）月分 （0.75）月分

期末手当 

 

 

勤勉手当 

職制上の段階，職務の級等による加算措置  

  役職加算  5～12％ 

職制上の段階，職務の級等による加算措置  

  役職加算  5～20％ 

  管理職加算 10～25％ 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分 勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分

勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置  

定年前早期

退職特例措

置（2～20％

加算） 

早期勧奨退

職特例措置

（ 3～ 30％

加算） 

その他の加算措置

 
 

定年前早期

退職特例措

置（2～20％

加算） 

退職手当 

退職時特別昇給 勧奨退職 4～8号給 退職時特別昇給   

  （注） 期末勤勉手当の（  ）内は，再任用職員に係る支給割合。 

  



 

支 給 対 象 地 域 広島市 ― 

支    給    率 
％

 ３ 

％

支 給 対 象 職 員 数  
人

 ２ 

人

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） 
％

 ４ 

％

地域手当 

18 年４月 

１日現在 

支給対象職員1人当たり平均支

給年額（17 年度決算） 

円

73,956 

  （注） 地域手当：県などへの派遣職員に支給 

 

区       分 全    職    種 

職員全体に占める手当支給職員の割合 ２２．８  ％

支給職員１人当たり平均支給年額 ６４，０６１  円

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） １１ 種類

支給額の多い手当 
浄化センター・リレーセンター・環境センター

に勤務する職員の特殊勤務手当 

月額 １３，０００円

特殊勤務 

手  当 

 

（17 年度） 

代表的な手当の名称 

多くの職員に支給 

されている手当 

死亡獣畜等の処理作業に従事する職員の特殊

勤務手当 

１体 ５００円 

支給総額（普通会計決算額） ８５，１４８  千円
17 年 度 

職員 1人当たり支給年額 ２３３  千円

支給総額（普通会計決算額） １１７，７４８  千円

時 間 外 

勤務手当 

16 年 度 
職員 1人当たり支給年額 ３０８  千円

 

                                （平成１８年４月１日現在） 

区 分 内     容 国の制度との異同 備 考 

扶養手当 

配偶者 13,000 円 

扶養親族 

 配偶者が扶養の場合     配偶者が扶養でない場合 

  １人目   6,000 円    １人目   6,500 円 

  ２人目   6,000 円    ２人目   6,000 円 

  ３人目以降 5,000 円    ３人目以降 5,000 円 

同じ 

住居手当 
借家 27,000 円以内（家賃によって支給額が異なる） 

持家  2,500 円（新築・購入して５年間） 
同じ 

通勤手当 

交通機関利用者 55,000 円以内 

自家用車を利用する者 

片道 ２km～５km 未満 2,000 円 ５km～10km 未満 4,100 円 

片道 10km～15km 未満 6,500 円  15km～20km 未満 8,900 円 

片道 20km～25km 未満 11,300 円 25km～30km 未満 13,700 円 

片道 30km～35km 未満 16,100 円 35km～40km 未満 18,500 円 

同じ 
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（10）特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在） 

区     分 給 料 月 額 等 

給 

料 

市 長 

助 役 

収入役 

教育長 

７５８，０００  円 

６２０，０００  円 

５９０，０００  円 

５８５，０００  円 

報 

酬 

議 長 

副議長 

議 員 

３３９，０００  円 

２９８，０００  円 

２７０，０００  円 

（１７年度支給割合）  

  ６月期           １．６０ 月分 

 １２月期           １．７５ 月分 

市 長 

助 役 

収入役 
   計            ３．３５ 月分 

（１７年度支給割合）  

  ６月期           １．６０ 月分 

 １２月期           １．７５ 月分 

期 

末 

手 

当 

議 長 

副議長 

議 員 
   計            ３．３５ 月分 
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３ 公営企業職員の状況 

 

（１）水道事業 

① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 
総 費 用 

A

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

B 

総費用に占める 

職員給与費比率 

（B／A） 

17 年度 
千円

894,457 

千円

25,554 

千円 

217,418 

％

24.3 

16 年度 
千円

932,414 

千円

29,137 

千円 

219,751 

％

23.5 

 

  イ 予算 

給     与     費 
区 分 

職員数 

 

  A 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  B 

１人当たり 

給与費 

（B／A） 

18 年度 27 人 
千円

119,034 

千円

21,821 

千円

50,328 

千円 

191,183 

千円

7,081 

17 年度 29 人 
千円

124,830 

千円

23,334 

千円

51,137 

千円 

199,301 

千円

6,872 

  （注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

     ２ 給与費は当初予算に計上された額です。 

 

② 職員の平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢の状況（平成１８年４月１日現在） 

区  分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

江田島市（一般行政職） 
円

346,700 

円

394,063 

歳 

44.5 

水 道 事 業 
円

361,283 

円

427,517 

歳 

46.9 

 （注） 「平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢」とは，職員に係る給料月額の総額，給与月額の

総額及び年齢の総和を職員数で除して得た額及び年齢であり，必ずしも，平均年齢に該当する職

員が受ける給料月額又は給与月額の平均が平均給料月額又は平均給与月額と一致するものでは

ない。 

 

③ 職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在） 

区   分 決定初任給 
採用２年経過日 

給  料  額 

大 学 卒 
円

159,700 

円

175,300 

高 校 卒 
円

138,400 

円

146,700 
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④ 級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在） 

区   分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 計 

標準的職務内容 
 

主 事 

 

主 事 
主  任

主任主事
係 長 主任主査 課 長 局長  

職  員  数 
人 

0 

 

人

3 

 

人

7 

人

3 

人

4 

人 

9 

人 

1 

 

人

27 

構  成  比 
％ 

0.0 

 

％

11.1 

 

％

26.0 

％

11.1 

％

14.8 

％ 

33.3 

％ 

3.7 

 

％

100 

1 年前の

構成比 

％ 

3.6 

 

％

7.1 

 

％

25.0 

％

14.3 

％

21.4 

％ 

25.0 

 

％ 

3.6 

 

％

100 

参
考 

5 年前の

構成比 

％ 

 

 

％

 

％ ％ ％ ％ 

 

 

％ 

 

 

％

100 

 （注）１ 江田島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数。 

    ２ 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務。 

 

⑤職員手当の状況（平成１８年４月１日現在） 

区 分 江 田 島 市 国 

（17 年度支給割合） （17 年度支給割合） 

 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

6 月期 
1.40 月分

（0.75）月分

0.725 月分

（0.35）月分
6月期 

1.40 月分 

（0.75）月分 

0.725 月分

（0.35）月分

12 月期 
1.60 月分

（0.85）月分

0.725 月分

（0.40）月分
12 月期 

1.60 月分 

（0.85）月分 

0.725 月分

（0.40）月分

3.00 月分 1.45 月分 3.00 月分 1.45 月分
計 

（1.60）月分 （0.75）月分
計 

（1.60）月分 （0.75）月分

期末手当 

 

 

勤勉手当 

職制上の段階，職務の級等による加算措置  

  役職加算  5～12％ 

職制上の段階，職務の級等による加算措置  

  役職加算  5～20％ 

  管理職加算 10～25％ 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分 勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分

勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置  

定年前早期

退職特例措

置（2～20％

加算） 

早期勧奨退

職特例措置

（ 3～ 30％

加算） 

その他の加算措置

 
 

定年前早期

退職特例措

置（2～20％

加算） 

退職手当 

退職時特別昇給 勧奨退職 4～8号給 退職時特別昇給  

 （注） 期末勤勉手当の（  ）内は，再任用職員に係る支給割合。 
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区     分 水 道 事 業 

職員全体に占める手当支給職員の割合 ２１  ％

支給職員１人当たり平均支給年額 １６，２００  円

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） ２ 種類

滞納整理 

水道料金滞納整理及び停水業務に従事する職

員の特殊勤務手当 

従事した日１日につき ５００円

特殊勤務 

手  当 

 

（17 年度） 

手当の名称 

塩素取替 

塩素取替作業に従事する職員の特殊勤務手当 

 

取替作業１回につき  ５００円

支 給 総 額 ４，６８１  千円
17 年 度 

職員 1人当たり支給年額 ２３４  千円

支 給 総 額 ５，２７４  千円

時 間 外 

勤務手当 

16 年 度 
職員 1人当たり支給年額 ２６３  千円

 

                               （平成１８年４月１日現在） 

区 分 内     容 国の制度との異同 備 考 

扶養手当 

配偶者 13,000 円 

 扶養親族 

 配偶者が扶養の場合     配偶者が扶養でない場合 

  １人目   6,000 円    １人目   6,500 円 

  ２人目   6,000 円    ２人目   6,000 円 

  ３人目以降 5,000 円    ３人目以降 5,000 円 

同じ 

住居手当 
借家 27,000 円以内（家賃によって支給額が異なる） 

持家  2,500 円（新築・購入して５年間） 
同じ 

通勤手当 

交通機関利用者 55,000 円以内 

自家用車を利用する者 

片道 ２km～５km 未満 2,000 円 ５km～10km 未満 4,100 円 

片道 10km～15km 未満 6,500 円  15km～20km 未満 8,900 円 

片道 20km～25km 未満 11,300 円 25km～30km 未満 13,700 円 

片道 30km～35km 未満 16,100 円 35km～40km 未満 18,500 円 

同じ 
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（２）交通船事業 

① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 
総 費 用 

A

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

B 

総費用に占める 

職員給与費比率 

（B／A） 

17 年度 
千円

712,667 

千円

△100,068 

千円 

218,729 

％

30.7 

16 年度 
千円

651,734 

千円

△ 24,300 

千円 

218,283 

％

33.5 

 

  イ 予算 

給     与     費 
区 分 

職員数 

 

  A 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  B 

１人当たり 

給与費 

（B／A） 

18 年度 23 人 
千円

83,071 

千円

64,003 

千円

37,075 

千円 

184,149 

千円

8,006 

17 年度 23 人 
千円

82,324 

千円

62,765 

千円

34,580 

千円 

179,669 

千円

7,812 

  （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

     ２ 給与費は当初予算に計上された額。 

 

② 職員の平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢の状況（平成１８年４月１日現在） 

区  分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

一 般 職 
円

377,833 

円

420,784 

歳 

48.6 

船 舶 職 
円

288,755 

円

532,805 

歳 

43.3 

 （注） 「平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢」とは，職員に係る給料月額の総額，給与月額の

総額及び年齢の総和を職員数で除して得た額及び年齢であり，必ずしも，平均年齢に該当する職

員が受ける給料月額又は給与月額の平均が平均給料月額又は平均給与月額と一致するものでは

ない。 

 

③ 職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在） 

区   分 決定初任給 
採用２年経過日 

給  料  額 

一  般  職 高校卒 
円

138,400 

円 

146,700 

船機長 高校卒 
円

281,650 

円 

290,450 

役 付 高校卒 
円

224,090 

円 

230,650 
船舶職 

 

員 級 高校卒 
円

167,530 

円 

174,090 
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④ 船舶職の役職別職員数の状況（平成１８年４月１日現在） 

区   分 員 級 役 付 船機長 計 

標準的職務内容 
船内作業 

事務職 

船内作業 

事務職 

船 長 

機関長 

 

職  員  数 
人

1 

 

人

8 

人

11 

人 

20 

構  成  比 
％

5.0 

 

％

40.0 

％

55.0 

％ 

100 

1 年前の構成比
％

5.0 

 

％

40.0 

％

55.0 

％ 

100 
参 

考 

5 年前の構成比
％

 

％ ％ ％ 

100 

  

 

⑤ 職員手当の状況（平成１８年４月１日現在） 

区 分 一  般  職 船  舶  職 

（17 年度支給割合） （17 年度支給割合） 

 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

6 月期 
1.40 月分

（0.75）月分

0.725 月分

（0.35）月分
6月期 2.30 月分 ― 

12 月期 
1.60 月分

（0.85）月分

0.725 月分

（0.40）月分
12 月期 2.35 月分 ― 

3.00 月分 1.45 月分
計 

（1.60）月分 （0.75）月分
計 4.65 月分 ― 

期末手当 

 

 

勤勉手当 

職制上の段階，職務の級等による加算措置  

  役職加算  5～12％ 

職制上の段階，職務の級等による加算措置  

  無 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分 勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分

勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の 

加算措置 
 

定年前早期

退職特例措

置（2～20％

加算） 

早期勧奨退

職特例措置

（ 3～ 30％

加算） 

その他の 

加算措置 
 

定年前早期

退職特例措

置（2～20％

加算） 

早期勧奨退

職特例措置 

（3～30％加

算） 

退職手当 

退職時特別昇給 勧奨退職 4～8号給 退職時特別昇給   

 （注） 期末勤勉手当の（  ）内は，再任用職員に係る支給割合。 
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区     分 交 通 船 事 業 

職員全体に占める手当支給職員の割合 ８７  ％

支給職員１人当たり平均支給年額 １，４８１，６５０  円

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） １３ 種類

支給額の多い手当 
乗船手当 

本給の１０％ 

特殊勤務 

手  当 

 

（17 年度） 

代表的な手当の名称 

多くの職員に支給 

されている手当 

フェリー手当（日額）      １５０円 

高速艇手当（日額）       ３００円 

支 給 総 額  ２３，６７０ 千円
17 年 度 

職員 1人当たり支給年額  １，１８４ 千円

支 給 総 額  ２３，６０２ 千円

時 間 外 

勤務手当 

16 年 度 
職員 1人当たり支給年額  １，１８０ 千円

 

                               （平成１８年４月１日現在） 

 一  般  職 船 舶 職 

扶養手当 

配偶者 13,000 円 

 扶養親族 

 配偶者が扶養の場合     配偶者が扶養でない場合 

  １人目   6,000 円    １人目   6,500 円 

  ２人目   6,000 円    ２人目   6,000 円 

  ３人目以降 5,000 円    ３人目以降 5,000 円 

配偶者 3,000 円 

その他 1,400 円 

住居手当 
借家 27,000 円以内（家賃によって支給額が異なる） 

持家  2,500 円（新築・購入して５年間） 
   無 

通勤手当 

交通機関利用者 55,000 円以内 

自家用車を利用する者 

片道 ２km～５km 未満 2,000 円 ５km～10km 未満 4,100 円 

片道 10km～15km 未満 6,500 円  15km～20km 未満 8,900 円 

片道 20km～25km 未満 11,300 円 25km～30km 未満 13,700 円 

片道 30km～35km 未満 16,100 円 35km～40km 未満 18,500 円 

   無 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）      （平成１８年４月１日現在） 

１週間の 

勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間 

備    考 

（時差通勤等を実施している場合

は，その内容を簡潔に記入する） 

時間 

 

40 

 

 

8：30 

 

17：15 

分

 

45 

分

 

30 
 

  （注）１ 休憩時間：職員が勤務時間の途中において，勤務から解放され，自己の時間として自由に

利用することが保障されている時間であり，労働基準法に準拠しているもの。 

     ２ 休息時間：一定時間の勤務を続けた場合の軽い疲労を回復し，職務能率の増進を図ること

を目的として，条例・規則に基づき正規の勤務時間中に付与されるもの。 

 

（２）年次有給休暇の取得状況（17 年 1 月 1 日～17 年 12 月 31 日） 

総付与日数 

Ａ 

総使用日数 

Ｂ 

全対象職員数 

Ｃ 

平均使用日数 

Ｂ/Ｃ 日 

取得率 

Ｂ/Ａ ％ 

13,260 3,326 335 9.9 25.1 

 

（３）時間外勤務及び休日勤務等の状況（17 年 4 月 1 日～18 年 3 月 31 日） 

時間外・休日勤務総時間数 

Ａ 

対象職員数 

Ｂ  

職員一人当たりの時間外・休日勤務

月平均時間数    Ａ/Ｂ 

51,270 390 11.0 

  （注）１ 「時間外・休日勤務総時間数」は，当該年度中の時間外勤務等の総時間数。 

     ２ 「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は，「時間外・休日勤務総時間数」

を対象職員数（管理職，企業職員を除く）で除したもの。 

 

（４）特別休暇等の状況（平成１８年４月１日現在） 

休 暇 の 種 類 
付与日数 

・期間等 

有給・無給

の別 

国の制度

との異同 

国の制度と

異なる内容

職員が選挙権その他公民と

しての権利を行使する場合 
必要と認められる期間 有給 同  

職員が証人等として官公署

等へ出頭する場合 
必要と認められる期間 有給 同  

諸官庁の事務の全部又は一

部の停止の場合 
必要と認められる期間 有給 異 国は制度無 

職員が骨髄移植のための骨

髄液の提供者となる場合 
必要と認められる期間 有給 同  

職員が次の災害，福祉に関す

るボランティア活動を行う

場合 

ア 被災地等における被災

者を支援する活動 

イ 身体障害者療護施設，特

別養護老人ホーム等に

おける活動 

ウ ア，イ以外の障害者等の

日常生活を支援する活

動 

一の年において５日の範囲

内の期間 
有給 同  

特 
 

別 
 

休 
 

暇 

職員が結婚する場合 

市長が定める期間内におけ

る連続する５日の範囲内の

期間 

有給 同  
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女子職員が６週間以内に出

産する場合 

出産の日までの申し出た期

間 
有給 同  

女子職員が出産した場合 
出産の日の翌日から８週間

を経過する日までの期間 
有給 同  

妊娠中又は出産後１年以内

に保健指導，健康診査を受け

る場合 

妊娠満 23 週までは４週間に

１回，妊娠満 24 週～満 35 週

までは２週間に１回，妊娠満

36 週から出産までは１週間

に 1回，産後１年まではその

間に１回（医師等の特別の指

示があった場合は指示され

た回数）とし，その都度必要

と認められる時間 

有給 異 国は制度無 

妊娠中の女子職員の通勤緩

和の場合 

正規の勤務時間の始め又は

終わりにおいて，１日につき

１時間を越えない範囲内で

必要と認められる時間 

有給 異 国は制度無 

女子職員の生理の場合 

２日を超えない範囲内にお

いてその都度必要と認めら

れる期間 

有給 異 国は制度無 

職員が生後１年に達しない

子を育てる場合 

１日２回それぞれ３０分以

内の期間 
有給 同  

職員の妻が出産する場合 
市長が定める期間内におけ

る２日の範囲内の期間 
有給 同  

職員の妻が出産する場合，そ

の出産予定日の６週間前か

ら出産の日後８週間を経過

するまでの期間に，小学校就

学前の子を養育する場合 

当該期間内における５日の

範囲内の期間 
有給 同  

職員の養育する小学校就学

前の子の看護をする場合 

一の年において５日の範囲

内の期間 
有給 同  

職員の親族が死亡した場合 
親族の種類に応じた日数の

範囲内の期間 
有給 同  

父母を追悼する場合 １日の範囲内の期間 有給 同  

夏季における健康の維持及

び増進等の場合 

一の年の7月から９月までの

期間内における原則として

連続する３日の範囲内の期

間 

有給 同  

現住居の滅失，損壊の場合 ７日の範囲内の期間 有給 同  

災害，交通機関の事故等によ

り出勤が困難な場合 
必要と認められる期間 有給 同  

 

災害時において退勤途上の

危険を回避する場合 
必要と認められる期間 有給 同  

研修を受ける場合 必要と認められる期間 有給 

厚生に関する計画の実施に

参加する場合 
必要と認められる期間 有給 

必要と認められる団体の役

員又は職員の地位を兼ね，そ

の事務に従事する場合 

必要と認められる期間 有給 

学校等からの委嘱を受けて，

講義等を行う場合 
必要と認められる期間 有給 

職務に関係のある試験又は

選考を受ける場合 
必要と認められる期間 有給 

夏期休暇の場合 

一の年の７月から９月まで

の期間内における２日の範

囲内の期間 

有給 

職

務

専

免

義

務

免

除 

健康診査及び人間ドックを

受ける場合 
必要と認められる期間 有給 

  

 （注） 「特別休暇等」とは，特別休暇及び職務専念義務免除で制度化されているもの。 
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５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

（１）分限処分者数（１７年４月１日～１８年３月３１日）           （単位：人） 

区    分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 
地公法第 28 条

第１項第１号 
     

心身の故障の場合 

地公法第 28 条

第１項第 2号 

第 2項第 1号 

  ２   

職に必要な適格性を欠く場合 
地公法第 28 条

第１項第 3号 
     

職制，定数の改廃，予算の減少によ

り廃職，過員を生じた場合 

地公法第 28 条

第１項第 4号 
     

刑事事件に関し起訴された場合 
地公法第 28 条

第 2項第 2号 
     

条例で定めた事由による場合 
地公法第 27 条

第２項 
     

計   ２   

 

（２）懲戒処分者数（１７年 4 月１日～１８年３月３１日）           （単位：人） 

区    分 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等

法令に違反した場合 
地公法第 29 条

第１項第１号 
  １    １  

職務上の義務に違反し又は職

務を怠った場合 

地公法第 29 条

第１項第 2号 
      

全体の奉仕者たるにふさわし

くない非行のあった場合 

地公法第 29 条

第１項第 3号 
      

計   １    １  

 （注） 「訓告等」とは，事件当事者又は監督者に対して訓告，厳重注意などの実質的な制裁を伴わな

い矯正措置をいう。 
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６ 職員の服務の状況 

 

（１）公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下「派遣法」という。） 

  に基づく派遣の状況 

                        （平成１８年４月１日現在） 

派遣職員数（人） 派遣形態 

根  拠 
法 人 名 

役員 職員 合計 

民法法人 

派遣法第 2条第 1号 
(財)広島県建設技術センター   １  １ 

一般地方独立行政法人 

派遣法第 2条第 2号 
    

特別の法律で設立された法人 

派遣法第 2条第 3号 
江田島市社会福祉協議会   １  １ 

市長会    地方自治法に基づく連合組織 

派遣法第 2条第 4号 議長会    

 

職

員

派

遣 

 

小 計    ２  ２ 

特定法人 

派遣法第 10 条 
(株)能美バス   １  １ 

退

職

派

遣 
小 計    １  １ 

合  計    ３  ３ 

 

（２）営利企業等の従事許可の状況（地方公務員法第３８条関係） 

                 （１７年４月１日～１８年３月３１日）  

区 分 人（件） 備   考 

許可人数 

（または許可件数） 

 

３ 

 

（注） 営利企業等の従事許可の状況とは，営利企業及びその他の団体の役員等への就任・従事すること，

自ら営利を目的とする企業を営むこと等をいう。 

 

 



 19

７ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

（１）職員の研修の状況 

① 研修に関する基本方針の策定（地方公務員法第３９条第２項） 

策定の有無 策定時期（予定）

無 平成１９年度 

 

② 研修の実施状況（１７年４月１日～１８年３月３１日） 

機関別研修 
本 年 度 

参加者数 

前 年 度 

参加者数 
備  考 

ひろしま自治人材開発機構  ３４人  ２７人  

広島市の研修に参加   ７人   ９人  

独自研修 １０９人 １４２人 独自研修 

計 １５０人 １７８人  

 

（２）職員の勤務成績の評定の状況（地方公務員法第４０条） 

  （１７年４月 1 日～１８年３月３１日） 

① 勤務評定の実施状況 

実施の有無 導入（予定）時期 

無 未定 

  

 

  ② 勤務評定の活用分野 

活 用 区 分 活 用 未活用 

昇任・昇格   

配置転換   任用管理 

降任・免職   

人材育成   

特別昇給   

普通昇給   給与上の処遇 

勤勉手当   

 

③ 実施している勤務評定の概要 

 

  人事評価制度についての検討を進め，今後数年以内に導入する。 

 

 

 

 

 

 



８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

     

（１）職員の健康診断等の状況（１７年度実績） 

健康診断の内容 受診者数 

定期健康診断 

短期人間ドック 

その他 

２２２人 

４３８人 

 

 

 

（２）公務災害の発生状況（１７年度実績） 

区  分 公務災害 通勤災害 

平成１７年度 
     件 

２ 

    件 

０ 

 

 

 

 

９ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

区 分 

17.3.31 現在 

継続件数 

A 

17.4.1～18.3.31 の

措置要求の件数 

B 

17.4.1～18.3.31 の

終結件数 

C 

18.3.31 現在 

継続件数 

（A+B－C） 

給  与     

旅  費  
 

  

勤務時間     

休  暇     

執務環境     

厚生福利     

転  任     

任  用     

そ の 他     

合 計     

 
  該当なし 
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１０ 不利益処分に関する不服申立ての状況 

 

区 分 

17.3.31 現在 

継続件数 

A 

17.4.1～18.3.31 の

不服申立ての件数 

B 

17.4.1～18.3.31 の

終結件数 

C 

18.3.31 現在 

継続件数 

（A+B-C） 

降給     

降任     

休職  
 

  

分

限

処

分 

免職     

戒告     

減給     

停職     

懲

戒

処

分 

免職     

転 任     

その他     

合 計     

 
 該当なし 
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